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１．調査の目的及び内容 
韓国における使用済み電気製品のマテリアルフローを分析するために、2 回韓国へ行き、デー

タ収集及び関連者インタービューを行った。1 回目は 2009 年 6 月 28 日～7 月 5 日の 7 泊 8 日間

の日程で、統計庁の図書館、環境部（日本の環境省に当たる）、韓国電子情報通信産業振興会（日

本の家電協会に当たる）へ訪問し、主に電気電子製品の出荷台数を入手することに主力した。そ

の学術調査の概要は表１に示す。 
 

表 1 1 回目の学術調査の概要 
日付 訪問先（所在地）及び担当者 内容 

6 月 28 日（日） 韓国へ出発  
6 月 29 日（月） 統計庁図書館（大田） 出荷台数の入手 
6 月 30 日（火） 韓国電子情報通信産業振興会（ソウル） 出荷台数の入手 
7 月 1 日（水） Gacheon 大学 環境システム工学科（仁川） Min,Dalki 教授 

インタービュー 
7 月 2 日（木） 環境部（果川） Moon,Jaewon 事務官 

インタービュー 
7 月 3 日（金） 統計庁図書館（大田所在） 出荷台数の入手 
7 月 4 日（土） 中央図書館（ソウル） 資料入手 
7 月 5 日（日） 日本へ帰国  

 
日本では（社）電子情報技術産業協会や、（社）家電製品協会から電気電子機器の国内出荷台数

を簡単に入手することができるが、韓国の場合は簡単ではない。日本の家電製品協会に当たる韓

国電子情報通信産業振興会は 2002 年まで毎年、会員社を対象にアンケートを行い電気電子機器

の国内出荷台数を公表していたが、2003 年からは国内出荷額だけを公表している。国の機関であ

る統計庁が毎年出版している「鉱工業統計調査」と「産業生産年報」には、電気電子機器の生産

台数が報告されているが、輸出台数や輸入台数が報告されていない問題があり、その統計だけで

は国内出荷台数（輸出台数含まない、輸入台数含む）を求められない。さらに「鉱工業統計調査」

はあらゆる電気電子機器を対象にしているが、生産台数が記載されていない年も多い。また「産

業生産年報」の場合は公表している品目の数が少ない。韓国の環境部は「拡大生産者責任制度」

を 2003 年から実施しており、「拡大生産者責任制度」の対象品目の生産者及び輸入業者が環境部

に出荷量を報告しているが、その単位はトン（ton）であるし、2003 年からのデータしか蓄積さ

れていない問題がある。 
このような状況を踏まえて、電気電子機器のフロー分析で欠かせない情報である出荷台数を求

めるために、統計庁の「鉱山工業統計調査」を一番優先しながら、統計庁の「産業生産年報」と

韓国電子情報通信産業振興会の「電子電気工業統計」を参考にし、生産台数を求め、そこから輸

出台数を差し引いて、輸入台数を足す方法で国内出荷台数求めた。その電気電子機器の輸出入デ

ータは国際貿易統計データの提供サイト（www.gtis.com）から用いた。国内出荷台数の集計結果

は調査結果として付けておく。 
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2 回目の学術調査は 10 月 6 日～10 月 15 日の 9 泊 10 日間の日程で行った。2 回目の調査の目

的は１回目の調査で足りなかった部分を補充することと使用済み電気電子機器の実際のフローを

調べることであった。1 回目の調査で足りなかったのは、1 回目の調査の時には 1990 年から 2008
年までの出荷台数を収集していたが、その経年変化の推移をもっと確かめるために、1990 年の以

前のデータが必要になった。また、「鉱山工業統計調査」、「産業生産年報」、「電子電気工業統計」、

国際貿易統計から国内出荷台数を整理するに当たって、品目のバウンダーリが統計それぞれ少し

異なることが分かり、品目のバウンダーリを合わせるために、「産業及び品目分類表（工業及び製

造業部門）」と「HS 総合便覧」を入手することが必要であった。また、使用済み電気製品のフロ

ーを確認するために、関係者及び研究員をインタービューし、フローを把握することが 2 回目の

調査の目的である。その調査の概要は表 2 に示す。 
 

表 2 2 回目の学術調査の概要 
日付 訪問先 内容 

10 月 6 日（火） 韓国へ出発  
10 月 7 日（水） NPO 資源循環市民連帯 インタービュー 
10 月 8 日（木） 韓国電子情報通信産業振興会（ソウル） 出荷台数及び品目分類集の入手 
10 月 9 日（金） 統計庁図書館（大田） 出荷台数及び品目分類集の入手 
10 月 10 日（土） 韓国貿易開発院 HS 総合便覧の入手 
10 月 11 日（日）   
10 月 12 日（月） 韓国電子産業環境協会 

韓国政策評価研究院 
インタービュー 

10 月 13 日（火） 国立中央図書館 資料入手 
10 月 14 日（水） （株）Ecogreen 小型電気電子機器のリサイクルに

ついてインタービュー及び見学 
10 月 15 日（木） 日本へ帰国  

 
環境部の担当者によると、政府は廃金属再活用率を 2013 年まで現在の 35.8％から 55％に挙げ

る方針である。そのため、来年から電化製品における拡大生産者責任制度の対象品目を増やす。

また、市民が使用済み家電 4 品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン）を自治体に引き取って

もらう時に払っていた手数料は来年から廃止する方針である。このような政府の動きと重なって、

ソウル市は今年 6 月 11 日から「都市鉱山プロジェクト」を実施しており、ソウル市内の自治区は

使用済み小型電気製品の回収手数料を廃止し、自治区から集めた小型電気製品の資源抽出を「エ

コシティソウル」というコンソーシアム会社に委託している。そのコンソーシアムに参加してい

る「Ecogreen」という会社を訪問し、実際のリサイクル工場の見学及び担当者とのインタービュ

ーを行った。そのインタービューに基づいて書いた韓国における使用済み電気電子機器のフロー

図は調査結果として付けておく。 
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調査結果 1 韓国における電気・電子機器の出荷台数（単位：台）

 

調査結果 2 使用済み電気電子機器のフロー図 
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